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16,317 3,927 3,626

指
標
数
値

4,288

実績 71 73 17,671

達成度 101% 85% 85%

分析 取組みの成果が表れている。
年度当初に欠員があったことから、目標を下
回った。

年度当初に欠員があったことから、目標を下
回った。

R2 R3 R4R2 R3 R4 R5 R2

4,288 4,288 4,28872 75 80 19,296 19,296 19,296 19,296

R3 R4 R5

指
標
設
定
②

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

児童・生徒アンケートにおいて肯定的な評価
（「外国の人と話したり、接したりしたいと思う」）
の割合
【算出式：肯定的回答／回答者総数＊１００】

JTEによる授業のコマ数 JTE活動延べ日数

単位 日
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

単位 ％ 単位 時間

R5
目標
(見込
み)

69

分析 取組みの成果が表れている。

NETの欠員状態が続いたため、目標値を下
回った。
※目標値の計数誤りのため、「目標値をR2：
19,448・R3：20,280・R4:20,280・R5：20,280」と
して、達成度を算定。

年度途中に、退職した職員がいたため、目標
を下回った。

ロジックモデル②

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の英語への苦手意識が解消され、
英語への意欲や異文化を理解しようとする資
質が向上する。

児童が授業を通じて英語を使用する機会が
増える。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

小学校に日本人英語教育指導助手（ＪＴＥ）を
配置し、授業を行う。

達成度 101% 97% 95%

17,784 19,575 3,952 4,350

R5 R2 R3

2,500 4,368 4,576 4,576 4,576

実績 71 73

目標
(見込
み)

69 72 75 80 1,520 2,280 2,500

R2 R3 R4

日
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 時間 単位

指標説明

児童・生徒アンケートにおいて肯定的な評価
（「外国の人と話したり、接したりしたいと思う」）
の割合
【算出式：肯定的回答／回答者総数＊１００】

NETの年間授業時間数 NETの配置日数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の英語への苦手意識が解消され、
英語への意欲や異文化を理解しようとする資
質が向上する。

園児・ 児童・生徒が授業を通じて外国人との
交流を行う。

小・ 中学校に外国人英語教育指導助手（ＮＥ
Ｔ）を配置し、授業を行う。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

英語によるコミュニケーション能力の向上及び国際性を身に付けた人材の輩出された状態

事業概要

子どもたちの英語によるコミュニケーション能力の育成を図り、小・中学校の英語教育を推進するため、小・中学校間で連携しながら、外国人
英語教育指導助手（ＮＥＴ）や日本人英語教育指導助手（ＪＴＥ）を配置する。全中学校に各校１人の外国人英語教育指導助手（ＮＥＴ）、全小
学校に日本人英語教育指導助手（ＪＴＥ）を配置し、「読む」「書く」「聞く」「話す」力をバランスよく育む授業の実践と、児童・生徒の英語学習へ
の意欲を高める取り組みを実施する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校に在籍する児童・生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

英語が苦手であることを端緒として、外国人と交流できない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2006（H18）年度 年度 ～ 年度まで

16-1.自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 英語教育推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

JTE、NETの存在が、児童生徒のコミュニケーション力向上の役に立っており、取り組みを継続していく。

総括的分析
NET、JTE及び英語専科教員の配置等を含めた外国語（英吾）授業の創意工夫、充実により、児童・生徒の英語に対する苦手意識等が減少してお
り、取り組みの成果が表れている。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 159,391 21,508 15,385 18,023
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 159,391 152,667 171,427
物件費計 21,007 21,508 15,385 18,023 85%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 115,346 109,797 134,321

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 23,038 21,362 21,721

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 138,384 131,159 156,042

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 29.85
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.55
任期付職員 4.00

R3
３．人員体制
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分析
　全国学力・学習状況調査は実施されたが、
今回「読書が好きだ」のアンケート項目がな
かったため、分析不能。

　制限が残っていた中ではあるが、工夫をしな
がら徐々に図書館を開館したことにより、調べ
る時間が増加した。

　令和３年度より、19中学校に加え、小学校12
校に学校司書を配置したため、31校分の数値
となっている。R2と同条件だと、指標が1,801と
なり、増加が見られるため、学校図書館の活
用が進んでいることがわかる。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 105% 204%

27.80 42 1,734 6,838

R5 R2 R3

45 2,150 3,350 4,450 5,750

実績 0 0

目標
(見込
み)

小80,中66
小８２,中

68
小84,中70

小８５,中
72

38 40 42

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 ％ 単位

指標説明

読書が好きな児童・生徒の割合
【算出式：「読書が好き」と答えた児童・生徒／
アンケート回答児童・生徒数×100】

授業等で調べ物をする時、学校図書館で調
べる児童・生徒の割合
【算出式：「授業等で調べ物をする時、学校図
書館で調べる」と答えた児童・生徒数／アン
ケート回答児童・生徒数×100】

授業に学校図書館を活用した回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の読書への苦手意識が解消され、
読書活動への意欲が高まる。

児童・生徒が学校図書館を活用する機会が増
える。

小中学校に学校司書を配置し、学校図書館
を授業に活用する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

読書により言語能力及び幅広い知識等を習得した人材の輩出された状態

事業概要

子どもたちの読書活動を推進し、授業において問題解決や探究活動に取り組む力を育むため、市内の小中学校に学校司書を配置し、市立
図書館と連携しながら学校図書館の有効活用に取り組む。
読書活動を推進し、児童・生徒の言語能力を育むため、全中学校区を実践研究校区として学校司書を配置するとともに、司書教諭と連携し
ながら、義務教育９年間を見通した読書活動の充実を図る。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校に在籍する児童・生徒

サブターゲット 枚方市立小中学校に勤務する教職員

ターゲットが抱える課
題

読書に対する興味が持てない。

根拠法令等 学校図書館教育事業計画書、学校図書館法、学習指導要領等

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2014（H26）年度 年度 ～ 年度まで

16-1.自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2

事務事業名称 読書活動推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

読書活動の確立や情報活用能力の育成には、長期的かつ計画的な取組みを推進・充実させることが必要であるため、引き続き、学校司書配置校の
拡充を進める。

総括的分析
コロナ渦の規制が緩和されてきたとは言え、まだまだ制約が多い中、学校図書館の取組みも、計画どおりいかない面が多々あった。しかし、学校の
工夫した取組みにより、一定の実績を残すことはできた。また、新たな学校司書配置校を増やし、研究推進校としたことで、実践例の収集ができた。

６．今後の方向性
区分 拡充

市債 0 0 0 0

一般財源 81,376 196 97 298
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 81,376 78,218 90,032
物件費計 144 196 97 298 33%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 1,614 5,572 6,747

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 79,618 72,450 83,188

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 81,232 78,022 89,935

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 3.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.60
任期付職員 18.04

R3
３．人員体制
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分析
コロナ禍による参加することによる感染リスクの
不安視や学校休業等に伴い、利用率に影響
を与えたものである。

コロナ禍による学校休業等に伴い、学力低下
などの懸念が参加人数に影響を与えたもので
ある。

コロナ禍による学校休業等に伴い、実施回数
が減少したことによるものである。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 104% 138% 99%

1,601 2,077 1,669 1,657

R5 R2 R3

1,500 2,670 1,669 1,645 1,645

実績 86 73

目標
(見込
み)

60 70 80 90 1,500 1,500 1,500

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 人 単位

指標説明
利用率
【算出式：参加児童・生徒数／登録者＊１００】

放課後自習教室等の参加人数 放課後自習教室等の実施回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の基礎学力の向上が図られ、自学
自習力が身に付くことで、学習意欲の高まりに
つながる。

児童・生徒が参加し、各自の理解度に応じて
学習を行う。

放課後自習教室等を実施する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

学習意欲が高まることにより自学自習力が身に付き、学業成績が向上した状態

事業概要
児童・生徒の学習意欲を高め、自学自習力を育むとともに、基礎学力の向上を図るため、民間委託等を活用した放課後自習教室や放課後
学習教室を実施し、学習機会の充実を図る。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校に在籍する児童・生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

学習意欲が低く、学業成績が振るわない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2007（H19）年度 年度 ～ 年度まで

16-1.自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 学力向上推進事業（放課後自習教室事業）

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、児童・生徒の学力向上に向けて、本事業を推進していく。

総括的分析コロナ禍であったが、感染症予防対策を講じた上で放課後自習教室を実施し、目標よりも髙い利用率となった。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 47,125 40,421 36,358 35,560
歳入計 12,881 17,330 21,549 22,967

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 12,881 17,330 21,549 22,967

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 60,006 65,811 65,371
物件費計 48,702 57,751 57,907 58,527 99%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 5 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 11,304 8,055 7,464

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 11,304 8,060 7,464

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.95
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制
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～

分析

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度

R5 R2 R3

実績

目標
(見込
み)

R2 R3 R4

指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 単位

指標説明

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

小学校学習指導要領・中学校学習指導要領で求められている教育が円滑に推進できるとともに、小学校クラブ活動・中学校部活動等、小・
中学校において必要な経費が適正に管理、運用されている状態。

事業概要
小・中学校の運営経費を適正に管理することで、教育課程に沿って円滑に学校運営に資することを目的として、教員用の教科書及び指導書
の購入、修学旅行、校外学習等の教育活動に要する教職員等の入場料・見学料等を支出する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 教職員

サブターゲット 枚方市立小・中学校の児童・生徒

ターゲットが抱える課
題

各要領で求められている教育、クラブ活動及び部活動について、円滑に運営を図る必要がある。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2009（H21）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 庶務的事務 区分 庶務的内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 小・中学校運営事務

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

小・中学校運営の円滑な推進に向けて、引き続き、適時、適正な予算の確保及び支出について所要の事務を執行していく。

総括的分析
適時、適正に予算の確保及び執行を行い、円滑な学校運営に資することができた。
令和２年度と令和３年度の決算額の差は、令和２年度に小学校教師用教科書等の購入、令和３年度に中学校教師用教科書等の購入があり、小・中
では購入数が異なることに起因する。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 65,105 130,964 64,470 77,625
歳入計 40 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 40 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 65,145 160,312 113,248
物件費計 18,744 130,964 64,470 77,625 83%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 30,367 0 22,065

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 16,034 29,348 26,714

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 46,401 29,348 48,778

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 8.03
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 3.40
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

665 19 19

指
標
数
値

19

実績 0 0.98 665

達成度 97% 100% 100%

分析
全国を上回る結果とはならなかったが、設問
別の正答率等でみると成果のあったものが多
く見受けられた。

各中学校において、定期的に学力向上委員
会や教科会等を開催（35回/回）することがで
きた。

すべての中学校に学力向上に特化したコー
ディネーターを配置し、学力向上に向けた組
織的な取組みを進めることができた。

R2 R3 R4R2 R3 R4 R5 R2

19 19 191.01以上 1.01以上 1.01以上 665 665 665 665

R3 R4 R5

指
標
設
定
②

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

全国学力・学習状況調査における全国平均
正答率から見た本市の平均正答率
【算出式：枚方市の平均正答率／全国平均の
平均正答率】

学力向上委員会や教科会、学年会等の開催
回数

学力向上に特化したコーディネーターの配置
校

単位 校
指標種類

単位 倍 単位 回

R5
目標
(見込
み)

1.01以上

分析
全国を上回る結果とはならなかったが、設問
別の正答率等でみると成果のあったものが多
く見受けられた。

各小学校において、定期的に学力向上委員
会や学年会等を開催（35回/校）することがで
きた。

小学校を26校において専科指導教育を実施
することができた。

ロジックモデル②

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の確かな学力の定着が進む。

小中一貫・学力向上推進コーディネーターを
中心にして、生徒の習熟度に応じた授業実施
に向けて教科担任等との協議、検討が行われ
る。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

中学校において、少人数指導や専門のコー
ディネーターの配置など指導体制を充実させ
るとともに、学力向上に向けた取り組みを実施
する。

達成度 97% 100% 104%

1,575 1,575 22 26

R5 R2 R3

1,540 20 25 30 35

実績 0 0.98

目標
(見込
み)

1.01以上 1.01以上 1.01以上 1.01以上 1,575 1,575 1,540

R2 R3 R4

校
指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

倍 単位 回 単位

指標説明

全国学力・学習状況調査における全国平均
正答率から見た本市の平均正答率
【算出式：枚方市の平均正答率／全国平均の
平均正答率】

学力向上委員会や教科会、学年会等の開催
回数

加配教員（配置定数上乗せ教員）を活用した
専科指導実施小学校

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

児童・生徒の確かな学力の定着が進む。
児童の発達状況を踏まえた効果的な専科指
導に向けて、専科教員と学級担任等との協
議、検討が行われる。

全中学校区に「小中一貫・学力向上推進コー
ディネーター」を核とした組織体制を確立する
とともに、小学校において、専科指導（特定の
教科を特定の教員が専任した指導）を実施す
る。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

学習指導要領が求める学力を習得している状態

事業概要

子どもたちの「確かな学び」と「自立の力」を育み、グローバル時代をたくましく生きぬく子どもを育成するため、各中学校区がそれぞれの現状
や課題に応じながら、特色を活かした小中一貫教育を推進する。
○学力向上の取り組みとして、義務教育９年間を見通した学力向上の取り組みを推進するため、全中学校区に「小中一貫・学力向上推進
コーディネーター」を核とした組織体制を確立し、「授業改善」及び「家庭学習の定着」に向けた取り組みの充実を図る。また、全国学力・学習
状況調査結果を分析・活用した学力向上プランを作成し、児童・生徒の学力向上に取り組むとともに、小・中学校における学年会や教科会、
学力向上委員会を定期的に開催することで、授業研究や教材・教具等の充実を図り、教職員の授業力向上と授業改善に努める。
○指導体制の充実として、子どもたちの「確かな学び」と「自立の力」を育み、グローバル時代をたくましく生きぬく子どもを育成するため、小学
1年生から4年生までは35人学級編制、小学校第５・６学年において、一部教科担任制や習熟度別指導・ティームティーチング等の少人数指
導、中学校では、習熟度別指導等を含む少人数指導など、児童・生徒の発達段階に応じた指導体制の充実を図る。
○体力向上の取り組みとして、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果等を分析・活用し作成した体力向上推進計画に基づき、各
学校の児童･生徒の実態に合わせた取り組みを授業時間や休憩時間等、学校の教育活動全体で推進する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校に在籍する児童・生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

学習指導要領が求める学力を習得していない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2016（H28）年度 年度 ～ 年度まで

16-1.自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 小中一貫教育推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、子どもたちの「確かな学力」と「自立した力」を育むために、各中学校区が現状や課題に応じた特色を活かした小中一貫教育を推進してい
く。

総括的分析
概ね計画どおりに進捗している。学力向上に特化したコーディネーターを中心に、義務教育９年間を見通した学力向上に向けた取組みの一層の充
実を図る必要がある。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 40,903 504 0 0
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 40,903 40,426 40,490
物件費計 868 504 0 0 －

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 12,841 12,960 13,869

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 27,194 26,962 26,621

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 40,035 39,922 40,490

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 2.66
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.62
任期付職員 5.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析

昨年度に引き続き、コロナ禍ということもあり、
地域の方が学校に来ることを躊躇している校
区もあったため、目標には到達しなかった。し
かし、４５校中４３校が該当しており、概ね達成
できた。

コロナ禍ではあったが、書面開催も含め、目
標を達成できた。

小学校全校に学校運営協議会を設置できて
おり。コミュニティ・スクールとなっている。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 96% 100% 100%

119 135 45 45

R5 R2 R3

132 45 45 44 44

実績 89 96

目標
(見込
み)

100 100 100 100 135 135 132

R2 R3 R4

校
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 回 単位

指標説明

「コミュニティ・スクールなどの仕組みを生かし
て、保護者や地域の人との協働による活動を
行いましたか」に対しての肯定的回答（４段階
中４及び３）の割合
【算出式：肯定的回答／回答者総数＊１００】

学校運営協議会開催回数 コミュニティ・スクールの設置校数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

地域とともにある学校づくりが推進される。
地域全体で教育に取り組む体制が構築され
る。

コミュニティ・スクールを設置する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

学校運営に地域住民や保護者が参画する体制が構築できた状態

事業概要
枚方市教育振興基本計画の基本方策６「社会に開かれた学校づくりの推進」のため、コミュニティ・スクールを設置し、地域全体で教育に取り
組む体制を構築する。保護者や地域住民等から構成され、学校運営や運営への必要な支援に関して協議する学校運営協議会をすべての
小学校に設置する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小学校に在籍する児童

サブターゲット 教職員（枚方市立小学校）

ターゲットが抱える課
題

子どもを取り巻く環境が大きく変化する中、学校現場だけで課題解決できない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2016（H28）年度 年度 ～ 年度まで

16-2.快適で安心できる学習環境づくり

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2

事務事業名称 コミュニティ・スクール推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

全45小学校がコミュニティ・スクールとなったことから、今年度も講師を招くなどして学校管理職や教職員、地域・保護者のコミュニティ・スクールへの
理解をさらに深め、地域とともにある学校づくりを推進する。

総括的分析全45小学校がコミュニティ・スクールとなっており、学校運営に係る地域との協働体制が整い、コロナ禍であってもできる活動が行われている。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 3,126 207 189 220
歳入計 41 0 41 100

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 41 0 41 100

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 1,820 0

歳出計 3,167 4,499 4,602
物件費計 281 207 230 320 72%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 2,886 2,472 2,357

特別職非常勤 － 0 2,015

人件費計 2,886 4,292 4,372

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 192.00

正職員（再任用） 0.30
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
コロナ禍にあっても、計画に沿って研究を進
めることができた。

コロナ禍であったことから、学校間の教員の参
加を制限した時期もあったが、校内の教員参
加により、相当数の人数を確保することができ
た。
※実績値には校内研修の参加教員数を含む

コロナ禍であったことから、外部講師との調整
が付かず、計画通りの実施が難しかったが、
各学校園の努力により指標以上の回数を実
施をすることができた。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 100% 118% 140%

5,165 8,259 193 279

R5 R2 R3

7,000 200 200 200 200

実績 100 100

目標
(見込
み)

100 100 100 100 7,000 7,000 7,000

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 人 単位

指標説明

研究成果を上げた学校園の割合
【算出式：成果を上げた学校園数／全学校園
数＊１００】

公開研究授業の参加教員人数
外部講師を招聘した公開研究授業及び校内
研修の実施回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

教職員の資質向上及び授業改善等につなが
る。

教職員間で教育課題の共有がなされ、解決
手法等に関する検討を行う。

公開授業を実施する

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

教職員の資質向上及び授業改善等が図られ、学習指導要領等が求める教育課程を着実に執行できる状態

事業概要
全学校園を学校園活性化推進校園として指定し、教育課題の解決や教職員の資質向上を図るため、校（園）内研修の充実を進めるととも
に、年１回以上教職員対象の公開授業を実施し、授業改善等の取り組みを推進する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 教職員（枚方市立学校園）

サブターゲット 枚方市立学校園に在籍、在園する園児、児童、生徒

ターゲットが抱える課
題

教育現場における諸課題の解決や授業改善等が進まず、学校運営に支障を来たしている。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 1998（H10）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2

事務事業名称 学校園活性化事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

コロナ禍であっても、すべての教育委員会主催事業の実施に向けて、創意工夫しながら取り組みを進めていく。

総括的分析
コロナ禍であったことから、学校園に対して制限をかけた事業実施となったが、各学校園ができる範囲の中で最大の取組みに努めたため、昨年度以
上の実績を残すことができた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 52,465 15,759 14,385 32,617
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 52,465 25,887 31,599
物件費計 40,488 15,759 14,385 32,617 44%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 192 0 7,472

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 11,785 10,128 9,743

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 11,977 10,128 17,214

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 1.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 1.24
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析 教育研究会実績なし 教育研究会実績なし 教育研究会実績なし

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度

0 0 0 0

R5 R2 R3

4,600 230 230 230 230

実績 0 0

目標
(見込
み)

100 100 100 100 4,600 4,600 4,600

R2 R3 R4

回
指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 人 単位

指標説明

教職員研修に関する事後活用調査における
「受講した研修内容と所属校等のどの場面で
伝達・共有・実践・活用しましたか。」という問
いに対し、何らかの場面で伝達・共有・実践・
活用したと回答した割合
【算出式：上記アンケートで何らかの場面で伝
達・共有・実践・活用したと回答した教職員／
研修受講教職員＊１００】

研究会活動参加延べ人数 研究会活動回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

教職員の資質向上及び授業改善等が図られ
る。

研修会等の研究会の活動推進により、教職員
が授業改善等を図ることができる機会が増え
る。

枚方市教育研究会へ補助金を交付することに
より、研修会等の研究会の活動が推進され
る。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

教職員の資質向上及び授業改善等が図られ、着実に園児・児童・生徒に学校教育が身に付いた状態

事業概要
学習指導要領への対応等に向けて、教職員で構成される枚方市教育研究会に対して補助を行うことにより、研究・研修等を通じて教職員の
資質向上に資する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 教職員（枚方市立学校園）

サブターゲット 枚方市立学校園に在籍、在園する園児、児童、生徒

ターゲットが抱える課
題

教育現場における諸課題の解決や授業改善等が進まず、学校運営に支障を来たしている。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 枚方市教育研究会補助金 サンセット 2020（R2）年度 2022（R4）年度

事業期間 不明 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 教育研究会補助事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

教員の授業力向上を目的とした自主的な研修に移行している現状を踏まえて、当該補助金制度の在り方について検討を進めていく。

総括的分析教育研究会として活動するのではなく、授業改善を目的とした教員個人による自主的な研修が定着しつつある。

６．今後の方向性
区分 見直し

市債 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 1
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 0 0 0
物件費計 0 0 0 1 －

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 0 0 0

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 0 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.00
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
R２年度はコロナ禍の為、中止となり、達成度
の算出が不能である。結果的には目標値に
達することができなかった。

前年度に比べ、教育活動の規制が緩和され、
学校で活動するサポーター数が増加した。目
標どおりの人数を確保することができた。

教育活動の規制が徐々に緩み、まなびングを
活用する学校が微増した。しかし、全校での
実施はできていない。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 97% 123% 64%

92 118 38 41

R5 R2 R3

96 64 64 63 63

実績 0.98

目標
(見込
み)

1.01以上 1.01以上 1.01以上 1.01以上 96 96 96

R2 R3 R4

校
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

倍 単位 人 単位

指標説明

全国学力・学習状況調査における全国平均
正答率から見た本市の平均正答率
【算出式：枚方市の平均正答率／全国平均の
平均正答】

大学生等の参加人数 小中学校「まなびング」サポート事業実施校数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

支援によって、児童・生徒の学力向上につな
がる。

教職を志望する大学生等が、授業や放課後
に児童・生徒の学習活動を支援する。

小中学校において、「まなびング」サポート事
業を実施する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

小・中学校学習指導要領で求められている学校教育を円滑に推進できる状態

事業概要
小・中学校において、授業や放課後の時間に、教員を志望する大学生等を学習指導のサポーターとして配置し、児童・生徒の学習活動を支
援する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校に在籍する児童、生徒

サブターゲット 教職員（枚方市立小中学校）

ターゲットが抱える課
題

学習指導要領が求める学力を習得していない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2003（H15）年度 年度 ～ 年度まで

16-1.自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 「まなびング」サポート事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

　サポーターの確保に努めながら、全校実施に向けて取組みを継続する。

総括的分析
　感染症対策を徹底しながらではあるものの、教育活動の規制を徐々に緩和することができたため、昨年度よりも実地校数が増加した。また、活動
するサポーター数も微増した。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 3,461 78 1,105 1,420
歳入計 0 862 0 0

府支出金 0 516 0 0

歳
入

国庫支出金 0 432 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 3,461 3,731 3,541
物件費計 1,056 940 1,105 1,420 78%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 2,405 2,791 2,436

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 2,405 2,791 2,436

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.31
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
活用学校園数の増加に伴うものであり、教育
活動の充実に資するものである。

コロナ禍による学校休業措置等により、教育
活動の変更を余儀なくされたにもかかわらず、
一定数の学校園において活用が図れている。

継続登録に加えて、新規登録があったことか
ら相当数の登録者を確保することことができ
た。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 84% 79% 186%

49 55 272 205

R5 R2 R3

69 110 110 110 110

実績 1,074 1,431

目標
(見込
み)

1,700 1,700 1,700 1,700 71 70 69

R2 R3 R4

人
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

回 単位 校 単位

指標説明
学校支援社会人等指導者を派遣した回数 学校支援社会人等指導者活用した学校園数 学校支援社会人等指導者登録者数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

幼児・児童・生徒が多様な人材と触れ合うこと
で、幅広い興味が呼び起され、指導要領等で
求められている学校教育の円滑な実施につな
がる。

優れた知識や技能を有する多様な人材が幼
児・児童・生徒に関わる。

総合的な学習や特別活動などにおいて、学
校支援社会人等指導者を活用した事業を実
施する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

幼稚園教育要領及び小・中学校学習指導要領で求められている学校教育を円滑に推進できる状態

事業概要
各教科の指導補助、総合的な学習の時間、特別活動など優れた知識や技能を有する多様な人材を学校教育に活用することで、学校園と地
域の連携を深め、幼児・児童・生徒の学習意欲の向上など、教育活動を活性化させる。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立学校園に在籍、在園する園児、児童、生徒

サブターゲット 教職員（枚方市立学校園）

ターゲットが抱える課
題

園児・児童・生徒の学習意欲や情操教育が育めていない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2000（H12）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 学校支援社会人等指導者活用事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

指導者確保に努めながら、全校活用に向けて取組みを継続する。

総括的分析
令和３年度はコロナ禍により、臨時休業措置及び教育活動の計画の変更を余儀なくされる中、相当数の指導者を確保できたことにより、現状でき得
る範囲での活動は実施できた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 6,998 2,373 3,695 3,921
歳入計 1,158 818 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 1,158 818 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 8,156 6,062 6,186
物件費計 4,677 3,191 3,695 3,921 94%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 192 0 56

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 3,287 2,871 2,436

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 3,479 2,871 2,491

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.03
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.31
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析 相当数の生徒の入部があった。 多くの学校、部活動で出場することができた。 コロナ禍以前の試合数に戻りつつある.

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 99% 300% 103%

3 15 29 39

R5 R2 R3

5 38 38 38 38

実績 68 69

目標
(見込
み)

70 70 70 70 5 5 5

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 回 単位

指標説明

全生徒数に対する運動部所属の生徒の割合
【算出式：運動部所属の中学生数／全中学生
数＊ １００】

上位大会への出場大会数 市等公式大会開催回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

中学校の部活動の振興・充実につながる。
実力に応じた上位の公式試合に参加する機
会が増える。

枚方市中学校体育連盟に対して補助金の支
援をすることにより、市内の公式試合が開催さ
れ、上位成績者は北河内や大阪府の公式試
合へ参加できる。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

各種大会に支障なく参加できる状態

事業概要

枚方市中学校体育連盟に対して補助を行うことにより、中学校の部活動の振興・充実を図り、生徒の責任感・連帯感を育む。
◆枚方市中学校体育連盟は北河内地区中学校体育連盟と大阪中学校体育連盟に加盟しており、すべての中学校の各部が公式試合に参
加できるよう、連盟加盟金を補助する。
◆16種目の専門部ごとに開催する市内の公式試合へ参加
◆全国中学校体育連盟主催の総合体育大会につながる公式試合へ参加

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立中学校運動クラブに在籍する生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

中学校体育連盟に補助金交付しなければ各種大会への参加に支障来たす。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 中学校体育連盟補助金 サンセット 2020（R2）年度 2022（R4）年度

事業期間 不明 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 中学校体育連盟補助事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、部活動の円滑な運営に向けて所要の支援を継続していく。

総括的分析
昨年度に比して各種競技の公式大会が開催され本市生徒の活躍があったことや、運動部所属の生徒も相当数あること等から、当該補助金は大会
開催等、部活動運営に果たす役割は大きく、不可欠なものである。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 1,463 1,297 1,314 1,370
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 1,463 1,377 1,393
物件費計 1,303 1,297 1,314 1,370 96%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 160 80 79

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 160 80 79

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.01
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
コロナ禍において、部活動協力者の活動が減
少した。

コロナ禍において、部活動協力者の活動が減
少した。

コロナ禍において、部活動協力者の活動が減
少した。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 79% 79% 79%

236 235 4,491 4,468

R5 R2 R3

302 5,600 5,650 5,700 5,750

実績 472 470

目標
(見込
み)

588 594 600 604 294 297 300

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

時間 単位 日 単位

指標説明
顧問教員負担軽減時間数（＝部活動指導協
力者活動時間数）

１校あたりの部活動指導協力者活用日数 部活動指導協力者の派遣回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

顧問教員の負担が軽減され、生み出された時
間をもって生徒指導等に充てる。

顧問教員が協力者と分担して、部活動を指導
することができる。

中学校に専門的な知識や技能を有する部活
動指導協力者を派遣する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

顧問教員における授業等に割く時間の確保及び部活動の効果的かつ効率的な運営ができる状態

事業概要
部活動の活性化と充実を図るとともに、顧問教員の時間的余裕を生み生徒指導や授業研究の時間を確保するため、各中学校に専門的な
知識や技能を有する部活動指導協力者を派遣する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 教職員（枚方市立中学校）

サブターゲット 枚方市立中学校に在籍する生徒

ターゲットが抱える課
題

顧問教員の負担が大きく、授業等に支障が生じている。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 1995（H7）年度 年度 ～ 年度まで

16-2.快適で安心できる学習環境づくり

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 部活動指導協力者派遣事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、顧問教員の負担軽減に向けて、本事業の活用を推進していく。

総括的分析昨年度に引き続き、生徒の実情を踏まえて感染対策を講じた上で部活動を実施したことから、部活動指導協力者を相当回数派遣することができた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 12,821 8,828 11,464 13,679
歳入計 3,263 2,692 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 3,263 2,692 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 16,084 13,673 13,641
物件費計 12,926 11,520 11,464 13,679 84%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 192 0 56

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 2,966 2,153 2,121

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 3,158 2,153 2,177

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.03
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.27
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析 コロナ禍により中止
コロナ禍により中止したが、駅伝競走大会は
代替として、各学校での記録会を行い、記録
証を交付した。（31校284人が参加）

コロナ禍により中止したが、駅伝競走大会は
代替として、各学校での記録会を行い、記録
証を交付した。（31校284人が参加）

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 0% 21% 34%

0 284 0 31

R5 R2 R3

1,344 91 91 89 89

実績 0 0

目標
(見込
み)

60 60 60 60 1,350 1,374 1,344

R2 R3 R4

校
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 人 単位

指標説明

大会を通じて他校児童との交流や体力向上
が図られたと感じている参加者（４段階中４及
び３）の割合
【算出式：肯定的回答／回答者総数＊１００】

両大会に対するのべ参加人数 両大会に対するのべ参加校数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

競技を通じて他校児童との交流や体力向上
につながる。

小学校５・６年生が大会に参加する。
小学生陸上競技大会・小学生駅伝競走大会
を開催する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

競技を通じて、他校児童との交流及び体力向上が図れる状態

事業概要

市内小学校の児童が競技を通して交流を図り、スポーツをする喜びを感じてもらうとともに、児童の体力の向上を図るため、小学校陸上競技
大会及び小学生駅伝競走大会を実施する。
◆市内小学校の小学校５年生・６年生の参加による陸上競技大会を10月に実施する。
◆市立小学校の小学校５年生・６年生の参加による駅伝競走大会を11月に実施する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット
①、②の５年生及び６年生の児童
①枚方市立小学校
②枚方市内に設置している私立小学校

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

他校児童と接する機会が少ない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 1998（Ｈ10）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 枚方市小学生陸上競技大会・駅伝競走大会事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

今年度は、２つの大会を統合し、枚方市小学生スポーツカーニバルとして、希望者が参加できる大会とし、スポーツ人口の裾野を広げることを目標と
する。

総括的分析
コロナ禍ではあったが、実施するための方法を模索し、結果として中止となったが、駅伝の代替記録会を開催し、一定の参加者数があったことは成
果である。

６．今後の方向性
区分 見直し

市債 0 0 0 0

一般財源 6,748 0 458 2,208
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 6,748 479 929
物件費計 4,343 0 458 2,208 21%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 2,405 479 471

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 2,405 479 471

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.06
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
適正な補助金交付により、大会出場への支援
が確保できている。（１名は出場辞退）

全国大会及び近畿大会等への出場校数の増
加によるものである。

全国大会及び近畿大会等への出場校数の増
加によるものである。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 147% 149% 160%

4 67 3 8

R5 R2 R3

45 5 5 5 5

実績 4 66

目標
(見込
み)

90 45 45 45 45 45 45

R2 R3 R4

校
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

人 単位 人 単位

指標説明
補助金を受けて大会出場した生徒の人数 補助金交付対象生徒人数 補助金申請校数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

選手は交通費及び宿泊費の補助を受けること
で、全国大会及び近畿大会等の対外試合に
出場できる。

申請に対し、内容確認のうえ、適切に交付す
る。

遠方で開催される全国大会や近畿大会等の
対外試合に出場する生徒の遠征に係る交通
費・宿泊費に対して、補助の申請を受け付け
る。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

中学校部活動の振興及び広く市民の意識高揚等に資する状態

事業概要
全国大会及び近畿大会等の対外試合に出場する生徒の遠征に係る費用に対して部活動遠征費を補助することにより、部活動の振興・充実
を図り、生徒の責任感・連帯感を育み、中学校の部活動を助成する。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 全国大会及び近畿大会等の対外試合に出場する生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

全国大会や近畿大会等の対外試合への参加に係る宿泊費用等が生じる。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 部活動等遠征費補助金 サンセット 2020（R2）年度 2022（R4）年度

事業期間 不明 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 部活動等遠征費補助事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

当該補助金制度は部活動の振興、充実につながるものであるが、制度の在り方については検討を進めていく。

総括的分析補助金交付に係る適正な事務執行により、部活動の振興・充実に寄与している。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 398 80 1,887 800
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 398 319 2,358
物件費計 157 80 1,887 800 236%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 241 239 471

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 241 239 471

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.06
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析

調査研究を進め、様々な取組みを行ってきた
ことから、目標値には到達できなかったが、大
阪府全体の正答率が35％、枚方市全体でも
37％であることから一定の成果が見られた結
果と考えられる。

調査研究を進める中で、生徒自身の考えを発
表する活動を意識的に取組む等の活動を取り
入れた研究授業を他校より多く行うことができ
た。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 96% 100%

― 43 ― 8

R5 R2 R3

― ― 8 8 ―

実績

目標
(見込
み)

― 45 48

R2 R3 R4

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 ％ 単位

指標説明
チャレンジテスト記述式回答の正答率 研究授業実施回数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

チャレンジテスト記述式回答の正答率の向上
求められる資質、能力の育成に向けた研究授
業の実施

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

読解力などの言語能力や情報活用能力が育成され、向上した状態

事業概要

　予測困難な未来を生きる子どもたちに必要な課題発見能力や課題解決能力等の育成に向けて、授業や家庭において一人一台配備した
タブレット端末を意図的、計画的に活用し、読解力などの言語能力や情報活用能力等の育成、及び情報モラルの向上を図る。
　当該校（第四中学校）は、大阪府事業であるスクール・エンパワーメント推進事業の採択を受けた教員加配を受けていることから授業改善
担当教員を指定し、当該教員を中心として学校と家庭における学習の在り方について取り組みの具体化を図り、授業等において実践してい
く。
　当該実践については、（仮称）枚方市ＩＣＴ活用学力向上委員会（指導主事等で構成）や学識経験者による指導、助言、サポート、情報提供
等を踏まえて、取り組みの検証・改善を継続して行う。
　また、当該実践については、中間報告として府域・市域の小・中学校に情報発信を行うとともに、最終報告を国（文部科学省）に対して行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立第四中学校在籍生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

基礎的・基本的な言葉等の知識・理解や論理的に自分の考えを書くことなどの言語能力に課題がある

根拠法令等 国：学力向上のための基盤づくりに関する調査研究委託要項　　　府：学力向上基盤づくり調査研究事業実施要領

関係補助金名称 サンセット

事業期間 R3年度（2021年度） 年度 ～ R４年度（2022年度） 年度まで

自ら考え生きる力と学力を育む教育の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 非選択的事業 区分 非選択的事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち
施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 学力向上基盤づくり調査研究事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

言語能力の育成に向けて、生徒自身の考えを発表する活動や、生徒自身の考えを交流し、考えを深化させる活動を意識的に取り組む等の活動を取
り入れた研究授業を行うなど、引き続き調査・研究を推進する。

総括的分析
調査研究を進める中で、生徒自身の考えを発表する活動を意識的に取り入れた研究授業を他校よりも多く行うなどにより、目標値には到達できな
かったが、大阪府全体の正答率が35％、枚方市全体でも37％であることから一定の研究成果が見られた結果と考えられる。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 － － 0 0

一般財源 － － 0 619
歳入計 － － 437 166

府支出金 － － 437 166

歳
入

国庫支出金 － － 0 0

受益者負担（使用料・手数料） － － 0

その他 － － 0 0

0

附属機関委員 － － 0

歳出計 － － 594
物件費計 － － 437 785 56%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） － － 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 － － 157

特別職非常勤 － － 0

人件費計 － － 157

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.02
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析
作品の到着が大幅に遅れたため、書画展が
中止となった。

作品の到着が大幅に遅れたため、書画展が
中止となった。

作品の到着が大幅に遅れたため、書画展が
中止となった。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 0% 0% 0%

195 0 6 0

R5 R2 R3

200 6 6 6 6

実績 0 0

目標
(見込
み)

500 500 500 500 200 200 200

R2 R3 R4

学校園
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

人 単位 点 単位

指標説明
作品展の入場者数 交流を行った作品数 実施園校数

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

言語や文化の異なる世界との接触を介して、
愛国心や隣人理解につながる。

作品等を通じて、海外友好都市の同世代の
子どもたちにふれあう。

幼小中学校との間で文通や書画等の作品交
流を実施する。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

海外友好都市の同世代の子どもたちとの交流により、愛国心や隣人理解、世界平和を願う心が育成される状態

事業概要

学校園において、上海市長寧区等の幼小中学校との文通や書画等の作品交流を実施することにより、次世代を担う子どもたちの、郷土や自
国を愛し、隣人を理解し、世界平和を願う心を育成する。
◆中国上海市等の海外の学校園との文通や書画交換等の友好交流を行う。
◆友好交流締結校：山田中と天山中、西長尾小と天山新村第一小、高陵幼と愚園路第一幼
◆友好交流校：菅原東小と霊厳郡鳩林初等学校、第四中と西延安中、長尾小と江蘇路第五小

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立小中学校園に在籍する幼児・児童・生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

全世界的な広い視野を持った思考や理解ができない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 1986（S61）年度 年度 ～ 年度まで

19-3.国際化施策の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 4.地域資源を生かし、人々が集い活力がみなぎるまち
施策目標 19.地域資源を生かし、人々の交流が盛んなまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 海外友好都市教育交流事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

交流事業は例年どおり実施していくものとするが、事業の在り方については実施校園及び関係課と協議、検討していく。

総括的分析作品到着が大幅に遅れたために、予定していた作品展等が開催できなかった。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 1,779 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 1,779 399 471
物件費計 176 0 0 0 －

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 1,603 399 471

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 1,603 399 471

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.06
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析

教室内の換気を促進するために、教室の窓を
開けた状態でエアコンを稼働したことによる電
気使用量の増加が二酸化炭素排出量増加の
要因とみられる。

市立学校園全校で取り組みが行われている。

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度 37% 100%

38 11 71 70

R5 R2 R3

35 71 70 69 69

実績

目標
(見込
み)

25 30 30

R2 R3 R4

学校園
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 学校園 単位

指標説明
二酸化炭素削減量が昨年度と比べて減った
学校園数

運用実施校

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

幼児・児童・生徒等が学校における省エネル
ギー・光熱水の使用量の削減等を意識した行
動を取るようになる。

学校版環境マネジメントシステムの運用を行
う。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

園児・児童・生徒に、地球環境の保全をベースにした日常生活における行動態様が身に付いた状態

事業概要
学校園において、教職員が率先して、学校園事務及び教育活動から生じる環境への影響を把握し、その改善や保全のための目的・目標を
定め、実行し、その結果を点検し、定期的に見直すなど、ＰＤＣＡサイクルを活用した枚方市独自の学校版環境マネジメントシステムを運用
し、幼児・児童・生徒及び教職員の環境に対する意識の向上を図る。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 枚方市立学校園に在園、在籍する園児、児童、生徒

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

環境保全に対する意識が希薄である。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2005（H17）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 内部事務 区分 一般内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 5.自然と共生し、美しい環境を守り育てるまち
施策目標 27.地球温暖化対策に取り組むまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 学校版環境マネジメントシステム事業

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

コロナ禍が収束するまでの間は、各学校園において様々な取り組みを工夫しながら行い、教職員のＳ-EMS事業に対する意識の向上を図っていく。

総括的分析
コロナ禍において、教室内の換気の徹底などの対応を実施したことにより電気使用量、ガス使用量、上水道使用量が増加し、二酸化炭素量の抑制
ができなかったものである。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0 0 0

一般財源 1,603 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

その他 0 0 0 0

0

附属機関委員 － 0 0

歳出計 1,603 1,595 1,493
物件費計 0 0 0 0 －

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 1,603 1,595 1,493

特別職非常勤 － 0 0

人件費計 1,603 1,595 1,493

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.19
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制



事務事業実績測定調書

～

分析

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

達成度

R5 R2 R3

実績

目標
(見込
み)

R2 R3 R4

指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 単位

指標説明

単位

R4 R5

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

課の運営が円滑に行われている。

事業概要 課の運営業務

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 教育指導課職員

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

課の運営を円滑に図る必要がある。

根拠法令等 決裁等

関係補助金名称 サンセット

事業期間 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 庶務的事務 区分 庶務的内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 9.施策体系外
施策目標 99.施策体系外

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 教育指導課運営事務

測定年度 2021（R3）年度 部 学校教育部 課 教育指導課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、適正な事務分担や事務の効率化等を行いながら、円滑化な組織（課）運営に努める。

総括的分析
年度途中の人事異動により欠員状態であったが、当課所管事務事業が支障なく執行できるよう、所要の付随事務及び庶務的事務等を適正に執行し
たことにより、円滑な組織（課）運営が確保できた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

市債 0 0

一般財源 183 ▲ 3,445
歳入計 200 3,853

府支出金 200 3,853

歳
入

国庫支出金 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0

その他 0 0

0

附属機関委員 0

歳出計 13,747
物件費計 383 408 94%

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 557

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 12,807

特別職非常勤 0

人件費計 13,364

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.30
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 1.63
任期付職員 0.00

R3
３．人員体制


